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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
・経済産業省経済社会政策室長の相馬と申します。本日は、経産省にて企業の多様性推進に関わる政策に携わる立場でコメントをさせて頂きます。

・格差解消に関するゲーム理論を用いた考察は大変示唆に富むものであると感じました。

・「労働市場や資本市場の競争圧力」が有効、とのコメントもございましたが、私からは、関連する政策を中心にお話させて頂きます。



女性の活躍を促進するための義務開示制度（金融庁、厚生労働省等）

有価証券報告書 女性活躍推進法

対象 上場企業等 常時雇用労働者が101人以上の事業主

開示内容

・女性役員比率
※従来からの開示内容

・男女間賃金格差
・女性管理職比率
・男性育児休業取得率
※令和5年3月期の有価証券報告書から適用

Ａ、Ｂの２項目の情報を公表
Ａ：「女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供」に関する８
項目（女性管理職比率等）から１項目選択

Ｂ：「職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備に関す
る実績」に関する７項目（男女別の育休取得率等）から１項目選択

※常時雇用労働者が301人以上の事業主
・「男女の賃金格差」についても開示必須（令和４年７月の施行後、
最初に終了する事業年度の翌事業年度の開始後おおむね３か月以
内から公表）
・男性育児休業取得率等の開示必須予定（2025年4月～）

 金融庁が令和5年1月に「企業内容等の開示に関する内閣府令」の改正を施行し、有価証券報
告書における男女間賃金格差等の公表を義務づけ。

 女性活躍推進法では、令和４年7月に省令が施行され、「男女の賃金格差」公表を義務化。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
・まずはじめに、女性の活躍を促進するための義務開示制度はこちらの表の通りとなっております。
・先生のプレゼンの中で触れられた女性活躍推進法に加え、上場企業に対しては、有価証券報告書での開示も義務づけられています。
・有価証券報告書では、昨年３月期の有価証券報告書から男女間賃金格差などの項目も開示対象となっています。数値データに加えて、考え方や取組の内容などの定性的な記載もされます。
・昨今、人的資本経営の流れもあり、投資家は、このような非財務情報にも着目しています。先生のプレゼンの中でも、数値データのみの開示では無く、企業戦略との関係やどのように改善をはかっていくかも含めての開示の必要性にも触れられていましたが、今後企業におけるそのような情報開示の取組は一層進むことが想定されています。
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参考データ：女性役員比率

 我が国の女性役員比率は上昇しているものの、諸外国とのギャップは依然として大きい
 東京証券取引所が令和５年10月に上場規程を改正し、プライム市場の上場企業に
おける女性役員の選任について、以下のとおりとした。
ー2025年を目途に、女性役員を１名以上選任するよう努める。
ー2030年までに、女性役員の比率を30％以上とすることを目指す。
 ー上記の目標を達成するための行動計画の策定を推奨する。
※上記の女性役員には、取締役、監査役、執行役に加えて、執行役員又はそれに準じる役職者を含むことができる。

内閣府「女性活躍・男女共同参画の現状と課題」より https://www.gender.go.jp/research/pdf/joseikatsuyaku_kadai.pdf
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（備考）1.東洋経済新報社「役員四季報」に基づき内閣府において作成。
2.調査時点は原則として各年７月31日現在。
3.役員は、取締役、監査役及び執行役                                               
4.日本を除くＧ７諸国の平均、OECD諸国の平均はOECD “Social and Welfare Statistics”から引用。

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
・開示項目に関係して、２つほど参考データをご紹介します。
・先生のプレゼンの中では育成や配置における男女差についても触れられていました。女性の役員登用に関するデータはこちらのグラフの通り。年々上昇はしているものの、諸外国とくらべて低い水準。
・プライム上場企業を対象に、2030年女性役員比率３０％の目標を昨年立てられたところ。役員登用のためには、課長・部長といった各段階でしっかり女性を登用していくことが重要であるが、そのためにもこのような目標設定も企業に向けた推進力になる。
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参考データ：男女別に見た生活時間（週全体平均）（1日当たり、国際比較）
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（備考） １．OECD`Balancing paid work, unpaid work and leisure（2021）より作成。
  ２．有償労働は、「paid work or study」に該当する生活時間、無償労働は「unpaid work」に該当する生活時間。
３． 「有償労働」は、「有償労働(すべての仕事)」、「通勤・通学」、「授業や講義・学校での活動等」、「調査・宿題」、「求職活動」、「その他の有償労働・学業関連行

動」の時間の合計。「無償労働」は、「日常の家事」、「買い物」、「世帯員のケア」、「非世帯員のケア」、「ボランティア活動」、「家事関連活動のための移動」、
「その他の無償労働」の時間の合計。

４．日本は2016年、韓国は2014年、イギリスは2014年、フランスは2009年、アメリカは2019年、ドイツは2012年、ノルウェーは2010年、スウェーデンは2010年の数値。

内閣府ホームページより https://www.gender.go.jp/research/weekly_data/08.html

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
・囚人のジレンマのお話の中でも、家庭における家事育児の担い手のお話がありました。
・こちらは男女別に見た生活時間の国際比較ですが、日本は諸外国と比較しても、家庭での無償労働に費やす時間の男女差が大変大きくなっています。このように、女性に家庭での無償労働の責任が偏っていることも、チャイルドペナルティ等の一つの要因になっていると考えられます。
・男性がしっかりと家庭での責任を果たしていく社会環境とすることが重要です。
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女性活躍・男女共同参画の重点方針2024（女性版骨太の方針2024）

内閣府ホームページより https://www.gender.go.jp/policy/sokushin/pdf/sokushin/jyuten2024_honbun.pdf

Ⅰ．企業等における女性活躍の一層の推進
（１）企業における女性の採用・育成・登用の強化 
（２）女性起業家の支援 
（３）科学技術・学術分野における女性活躍の推進 
（４）職場におけるハラスメント対策の強化等
Ⅱ．女性の所得向上・経済的自立に向けた取組の一層の推進
（１）所得向上、リスキリングの推進 
（２）仕事と育児・介護の両立の支援 
（３）仕事と健康課題の両立の支援 
（４）地域における女性活躍・男女共同参画の推進
Ⅲ 個人の尊厳と安心・安全が守られる社会の実現
（１）男女共同参画の視点に立った防災・復興の推進 
（２）「女性・平和・安全保障（ＷＰＳ）」の取組強化 
（３）配偶者等からの暴力への対策の強化 
（４）性犯罪・性暴力対策の強化 
（５）ハラスメント防止対策 
（６）困難な問題を抱える女性への支援 
（７）生涯にわたる健康への支援 
（８）夫婦の氏に関する具体的な制度の在り方 
Ⅳ 女性活躍・男女共同参画の取組の一層の加速化
（１）男女共同参画の視点に立った政府計画の策定等の推進 
（２）政治・行政分野における男女共同参画の推進 
（３）国際的な分野における女性の参画拡大 

令和６年６月１１日公表、全37ページ

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
・「女性版骨太の方針」は女性活躍・男女共同参画の取組を加速するために、毎年6月をめどに政府決定されるもので、各府省の概算要求に反映します。
・2024年度版の目次はこちらの通りとなっており、企業における女性活躍の推進や、女性の所得向上に関する政策も含まれています。



経産省政策例：「なでしこ銘柄」による女性活躍の推進

 なでしこ銘柄は、平成24年度より、経済産業省と東京証券取引所が共同で実施。 
 「女性活躍推進」に優れた上場企業を、「中長期の企業価値向上」を重視する魅力ある銘柄として選定。企業
の女性活躍への取組に対する投資家の注目を高めることで、各社の取組の加速化を図る。
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■ 選定の概要
 調査開始時点でプライム市場・スタンダード市場・グロー
ス市場に上場している全ての企業が対象。

 共通調査票となでしこ銘柄調査票の２種類の調査票
で評価。

■ 「なでしこ銘柄」のポイント

企業の女性活躍取組の多寡の評価のみならず、企業の
経営戦略の中で、女性活躍推進をどう位置付け、取組
の成果をどのように企業価値向上につなげているかにも
着目して「なでしこ銘柄」を選定。

経営戦略と連動した女性活躍推進を行う企業を選定

 「なでしこ銘柄」にご応募いただいた各社のデータを公
表し、資本市場・労働市場等に向けて、「女性活躍
推進に積極的な企業」として情報発信。

 具体的には、定量調査票のデータは一覧化して公表。
「なでしこ銘柄」に選定された企業の定性調査票の情 
報は、審査委員の評価も合わせて事例集として公表。

女性活躍推進に関する情報開示を促進

■ 「なでしこ銘柄」・ 「Nextなでしこ 共働き・共育て支援企業」
の考え方（令和５年度）

※最大30社程度

※20社程度

※TOPIX-17の業種区分を基に整理した18業種において
 1業種あたり1～2社選定。

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
・ここで、関連する経産省の政策を事例として２つ紹介致します。一つ目はなでしこ銘柄です。
・なでしこ銘柄でも企業の情報開示を促している。特に数字を開示するだけで無く、経営戦略の中で女性活躍をどのように位置づけ、取組の成果をどのように企業価値向上に繋げているかを見ている。
・本日、「男性育児休職」促進の大切さのお話もありましたが、なでしこ銘柄でも昨年から「共働き共育て」に関する評価項目を拡充し、また特に共働き共育てに優れた企業を対象にした「共働き共育て企業」の選定も開始している。こういった取組で、性別を問わずに家庭での責任を果たせる企業を増やしていきたい。



 女性の昇進意欲やリーダーシップの向上を目指し、企業を超えた業種横断のメンタリングプログラムを実施。
合計29社、メンター・メンティーを合わせて54名が参加。

 令和４年度は半年で4回のメンタリングに加え、スキルアップセミナーや、人事担当者向けのセミナーも実施。
 参加者アンケートより効果検証を行った結果、昇進を望む女性は、実施前は3割弱であったが、実施後は7割
超と大きく増加。他社幹部とのメンタリングを通して、昇進に対する意欲の向上が見られた。

 今後は、PLAYBOOKの公表や、ベストプラクティスの紹介を通じて、企業や民間団体での実施のための普及を
図る。

メンター
①取締役
（男女問わず）
②取締役・執行役員
（WILのOG）

スキル・心構え

女性活躍の現場からの課題共
有、リーダーシップスキルの向上

①取締役候補者
（部長級）

②部長役候補者
（課長級）

メンティー

①取締役/②部長役昇進を目指すコースに分かれメンタリングを実施

経産省政策例：企業横断メンタリングプログラム
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クロスカンパニーメンタリング実施に
関するマニュアル（PLAYBOOK）

（令和5年6月公表）

経産省HP（R4playbook.pdf (meti.go.jp)）
より入手可能

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
・女性の自己評価が低めというお話があったが、メンタリングが有効といわれている
・R4に企業横断メンタリングを実施。ノウハウをプレイブックにして公表。

（大企業ばかりに見えたため会社名削除しました）

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/wil/R4playbook.pdf
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女性の職業生活における活躍推進プロジェクトチーム

 矢田稚子内閣総理大臣補佐官を座長とし、関係省庁の課長級等から構成す
る「女性の職業生活における活躍推進プロジェクトチーム」を設置。

 大企業を中心に、男女間賃金格差の大きい産業等の実態を把握し、課題を
整理した上で、 男女間賃金格差の解消に向けた職場環境の変革、女性活躍
の一層の推進に向けた対応策について検討。

 令和６年４月～６月にかけて４回の会合を実施。有識者ヒアリング、男女間
賃金格差が比較的大きい５産業（金融業・保険業、食品製造業、小売業、
電機・精密業、航空運輸業）に関する議論。

 令和６年６月５日 中間取りまとめ公表

 今回分析した５産業について、課題の整理を引き続き深めつつ、男女間賃金
格差解消に向けたアクションプランを、業界において、令和６年内に策定に着手
し、できるだけ早期に公表することを要請。 

厚生労働省
「女性の職業生活における活躍推進プロジェクトチーム」中間取りまとめについて
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_40628.html

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
・最後に、女性の職業生活における活躍推進プロジェクトチームについてご紹介します。

男女間賃金格差は、長期的には縮小傾向にあるが、欧米主要国と比較すると依然として大きい。。男女間賃金格差は、産業ごとにばらつきがあり、企業規模別では大企業の方が大きい。 このため、業界に着目して省庁横断でメンバーを集めたプロジェクトチームを設置。

・業界による違い：
金融・保険：総合職と一般職、　航空：職種の男女差、小売：非正規労働に女性が多い

・業界ごとにアクションプランを策定していただくことになっている
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